
 

Instructions for use

Title オフィス空間のデザインと組織内コミュニケーション : メンバー間の距離の影響に関する考察

Author(s) 阿部, 智和

Citation 經濟學研究, 62(2), 75-86

Issue Date 2013-01-17

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/51732

Type bulletin (article)

File Information ES_62(2)_075.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


オフィス空間のデザインと組織内コミュニケーション
――メンバー間の距離の影響に関する考察１）――

阿 部 智 和

１．はじめに

本論文の目的は，オフィス空間の物理的な特

徴が組織メンバーのコミュニケーション・パ

ターンに与える影響を実証的に示すことにあ

る。なかでも，組織メンバー間の物理的な距離

がコミュニケーション・パターンにどのような

影響を及ぼしているのかということに注目す

る。結論を先取りするならば，�すでに既存研
究が明らかにしている通り，人員間の距離が隔

たるほど，対面コミュニケーションの発生回数

が急激に減少すること，�電話は距離を隔てた
者とのコミュニケーション手段となりうるのに

対し電子メールは距離とは無関係に利用されて

いることの２点が示される。

われわれが建物の物理的な特徴に注目する理

由は２つある。第一に，組織メンバーの物理的

な配置は組織の設計を行なう上で，重要な変数

のひとつであるということである。Festinger,

Schacter, and Back（1950）のいわゆる「建築決

定論」に代表されるように，建物の物理的特徴

は人間の相互作用のパターンに多大な影響を与

えるということが心理学者を中心にして主張さ

れてきた。たとえば，わずかに距離を隔てるこ

とや階段を使って移動する必要があるというだ

けで，接触の頻度は劇的に低下する，といった

知見が提出されてきた（Allen, 1977； Allen

and Henn, 2007）。

それにもかかわらず，これまでの組織論研究

者たちが，この種の問題に十分な注目を向けて

きたとは言いがたい。たとえば，組織論の標準

的な教科書を紐解いてみても，物理的な設計に

ついての記述のあるものは極めて少ないことも

その証左と言えるであろう２）。組織論を専攻す

る研究者たちは，経営者など組織を設計する者

たちが組織メンバーのコミュニケーションにつ

いて思慮する際に，タスクの構造や情報流の設

計をすることで対処できると考えてきたように

思われる。しかしながら，Allen（1977）は，組

織メンバーを同じユニットに配置することだけ

では，人員間の距離がもたらす対面コミュニ

ケーションの阻害効果を緩和できないという知

見を提出している３）。それゆえ，組織を設計す

る際に物理的な設計の影響も考慮に入れなけれ

ば，本来は頻繁に情報交換をしなければならな

い組織メンバー同士がコミュニケーション不足

に陥ってしまうことなどが想定されるのであ

る。

第二の理由は，日本におけるオフィス空間に

関する実証研究では，組織メンバー間の相互作

用に注目した計量的な実証研究が行なわれてこ

１）本論文は，阿部智和「人員間距離とコミュニ
ケーション・パターン：コミュニケーション・
メディアに着目して」一橋大学大学院商学研究
科 COEプログラム・ワーキングペーパー �
３９．に加筆および修正を加えたものである。ま
た，本論文と同様の問題意識に基づいた研究も
すでに実施している。阿部（２００８）を参照のこ
と。

２）われわれが確認した限りでは，Hatch（１９９７）や
Pfeffer（１９８２；１９９７）などが，作業空間の物理
的な設計に関して言及している数少ない研究者
である。
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なかったことである。欧米では同領域に関する

実証研究が積み重ねられてきており，一部の研

究者たちによって多様な知見が提出されてきて

いる（たとえば Hatch, 1987 ; Oldham and

Brass, 1979など）。こうした実証研究が欧米で

積み重ねられていたのとほぼ同時期の日本で

は，オフィスの狭さ，空調や騒音など不快さを

もたらす要因の改善に実務家たちや建築学者の

努力が傾けられていた。その結果として，オ

フィス空間の快適さやオフィス空間への満足度

に注目を向けた計量的な実証研究が積み重ねら

れてきているものの，欧米の研究者たちが目を

注目してきた組織メンバーのオフィス内での活

動に対しては十分な注目が向けられては来な

かった４）。欧米と日本の文化の違いなどを考慮

すると，適切な空間設計は異なる可能性があり

うる。組織メンバーの物理的な配置を考える上

で，どのような変数が重要であるのかというこ

とを実証的に示す必要があるだろうと考えられ

るのである。

建物の物理的特徴には，空間の開放性（たと

えば，壁やパーティションでどの程度仕切られ

ているかなど）や音声（オフィス機器の音）な

ど，さまざまな要素が存在する（Sundstrom,

1986）。本論文では人員間の距離に注目して分

析を進めることにする。まずは，先行研究でど

のような知見が提出されてきたのかを簡単に説

明し，その上でわれわれが行なった実証研究に

ついて紹介することにしよう。

２．先行研究の紹介と仮説の導出

人員間の距離がコミュニケーションに影響を

与えることを実証的に示した研究としては，Al-

len（1977）と Conrath（1973）による研究が有名

である。もちろん実証的に研究などしなくて

も，人員間の物理的な距離が離れるほどコミュ

ニケーションが阻害される，という関係が存在

することは素人にでも容易に予想できる。しか

し，Allenが実証的に示した距離のコミュニ

ケーション阻害効果の大きさは通常の人の予想

を裏切るほど大きかったように思われる。

たとえば，Allen（1977）の研究開発部門を対

象とした研究を見てみると，研究者と研究者を

隔てる物理的な距離がコミュニケーション頻度

に及ぼす負の影響は劇的なまでに大きい。Allen

は，アメリカにおける７つの研究所を調査対象

として，そこで働く科学者・技術者のコミュニ

ケーション・パターンが互いを隔てる距離に応

じてどのように変わるのか，という事を実証研

究によって示した。

より具体的には，１週間の内に，何らかの科

学的な問題に関して，２人の人間がコミュニ

ケーションをとる確率を測定し，人員間距離と

の関係を分析した。その結果，距離が遠ざかる

ほどコミュニケーションの発生確率が指数関数

的に低下していくことが実証的に示された。実

際に，Allenの推定した回帰式（P（c）＝０．５２２

Sa－１＋０．０２６）を使ってより具体的に計算してみ

ると，人員間距離が１メートルの際には同僚と

１週間内に少なくとも１回はコミュニケーショ

ンを取る確率が５５パーセントもあるのに対

し，３０メートル以上離れると，約５パーセン

トにまで低下するのである。この知見から，以

下の仮説が導出される５）。

３）Allen（1977）は，人員間の距離とコミュニケー
ションの発生確率について実証研究を行なっ
た。組織ユニットが違う場合には，３０メートル
離れると１週間の間にコミュニケーションを取
る確率が５パーセントに低下するのに対して，
組織ユニットが同じ場合には１０パーセントに低
下するのに留まる。しかし，それでも組織ユ
ニットを同一に括ったとしても，僅か３０メート
ルの距離を隔てるだけで週に１度もコミュニ
ケーションを取らない確率が９割もある，とい
うことのほうが重要であるように思われる。つ
まり，組織ユニットの括り方の効果は無力では
ないけれども，人員間距離のもたらす対面コ
ミュニケーション阻害効果に対して根本的な解
決策を与えてくれるものではないのである。

４）日本における計量的な実証研究として，古川
（１９９４）を指摘することができる。
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仮説１ 組織メンバー間の物理的距離が大き

くなるほど，対面コミュニケーションの回数は

劇
�

的
�

に
�

減
�

少
�

し
�

て
�

い
�

く
�

。

もちろん人間は物理的に離れていても，電話

や手紙，電子メールなどでコミュニケーション

を取ることができる。その意味では距離が離れ

るにつれて対面コミュニケーションが発生しに

くくなるという効果を打ち消すべく，これまで

にも人々は多様なコミュニケーション手段を工

夫して用いていることが想定される６）。ここか

ら，以下の仮説が導出される。

仮説２ コミュニケーションを取る必要があ

る場合には，距離が隔たるほど，人は電話に頼

るようになる。

仮説３ コミュニケーションを取る必要があ

る場合には，距離が隔たるほど，人は電子メー

ルに頼るようになる７）。

つまり，距離のもたらすコミュニケーション

の阻害効果を緩和するための対策として，電話

などのコミュニケーション・メディアを導入す

ることが有効であるという仮説が，仮説２と仮

説３である。

３．データと変数の設定

３‐１．分析に用いるデータ

本論文で分析に用いるデータは，国内大手化

学メーカーのホワイト・カラーを対象として，

われわれが行なった質問票調査によって得られ

たものである８）。主な質問事項は，過去１週間

内に自分の仕事を進める上で重要なコミュニ

ケーションをとった相手を４人挙げ，その４人

との物理的な距離とコミュニケーション回数を

尋ねる，というものであった。質問票は人事部

を通して配付，回収した。質問票を配付した６

部門に所属する１１９人から回答を得た（回収率

は１００パーセントである）。分析に必要なデー

タに欠損のあるケースを分析から除外したた

め，最終的に分析に含めたのは１１７人分の回答

となった（有効回答率は，９８．３パーセントであ

る）。

３‐２．変数の設定

� 独立変数

本論文では回答者とコミュニケーション相手

との机の物理的距離を独立変数として用いる。

ここでは，「相手の方の座席とあなたの座席と

の間には，歩くと何メートルくらいの距離があ

りますか。」という質問に対して，各回答者が最

も適切であると判断した選択肢を回答する形式

を取っている９）。ここでわれわれが物理的な距

離を実測せず，回答者による選択肢の選択に委

ねたのは，回答者の所属する部門には研究開発

５）Allenの示した回帰式において，P（c）は，１週間
の間に，何らかの科学的問題に関して，２人の
人間がコミュニケーションを取る確率を指して
いる。また，Saは，２人の人間が使用している
机と机の間の距離を指している。

６）先行研究では電話が距離を克服する手段ではな
いと主張している研究も存在している。たとえ
ば，Conrath（1973）は，カナダ北部の電気会社
を対象とした調査で，人員間距離が大きくなる
ほど電話の回数が減少するという知見を提出し
ている。

７）たとえば，池田・柴内（１９９７）などを参照のこ
と。

８）調査は２００５年９月１２日から３０日にかけて行な
われた。質問票は人事部を通じて対象となった
それぞれの部門に配付し，回収に際しては部門
ごとに行なった。その上で，すべての質問票を
一括で郵送返却する形式を取った。

９）本論文では，Allen（1977）の研究に見られるよ
うな階段などの不便さを帰結する要因を直接尋
ねることはしなかった。その理由は，歩いてど
のくらいの距離があるかという質問にすること
によって，階段などの不便さを帰結する要因を
含めた距離と考えることが出来るであろうと判
断したためである。

オフィス空間のデザインと組織内コミュニケーション 阿部2013. 1 ７７（１６５）



部門など企業の重要機密事項に関わる部門が存

在するため，われわれが実際に測量することが

困難であったためである１０）。分析に際しては，

以下の手順で変数の処理を行なった。まず，そ

れぞれの選択肢を中央値に変換した。たとえ

ば，「２メートル以上・５メートル未満」という

選択肢の場合，その中央値の３．５メートルに変

換したのである。その後，この変換した値を対

数に変換した。分析には，この対数変換した値

を用いることにしたい１１）。

� 従属変数

本論文では，１週間あたりの�対面回数と�
電話回数，�電子メールの往復数を従属変数と
して用いる。これらの項目については，実際に

コミュニケーションを取った回数を記入させ

た。われわれは分析対象をコミュニケーション

の回数と考えている。それゆえ，１人の回答者

につき４人のコミュニケーション相手をそれぞ

れ独立した１サンプルとして取り扱うこととし

た１２）。すなわち，１人の回答者から４つのサン

プルを分析に用いることになる１３）。そのサンプ

ルの中から，確認可能な限り，１つのコミュニ

ケーションを二重にカウントする可能性を排除

することにした。すなわち，Aから Bへのコ

ミュニケーションと Bから Aへのコミュニ

ケーションを二重にカウントすることを可能な

限り排除している。そのため，二重にカウント

しているサンプルを特定し，そのうち片方のサ

ンプルを分析から除外した（その作業手順は，

注釈１４に示されている）１４）。その結果，最終的

に分析に用いたサンプル数は４２０となった。

１０）われわれが，回答者とコミュニケーション相手
との机の距離を測定せずに，各回答者の認知に
委ねたことは，客観的に距離を測定していない
という問題が残ると思われる。しかしながら，
認知上の距離と実際の距離は極めて近似すると
いう知見も報告されている（Latane, Liu, Nowak,
Bonevento, and Zheng, 1995）。それゆえ，われ
われは各回答者が最も適切であると判断した選
択肢を回答する形式を取ることにした。

１１）質問票では，距離は次の９つの選択肢に分類し
た（�０～２m未満と�２m以上～５m未満，
�５m以 上～１０m未 満，�１０m以 上～２０m未
満，�２０m以上～３０m未満，	３０m以上～１００m
未満，
１００m以上～５００m未満，�５００m以上～
１km未満，�１km以上）。なお分析の際には，
「�１km以上」に関しては中央値が存在しない
ため，１．５kmを中央値の代わりとすることにし
た。分析に際して，対数変換したのは，Allenの
知見を参考にしたためである。すなわち，人員
間距離が数メートルであるうちは，人員間距離
が数メートル隔たるだけでも，コミュニケー
ションに対して与える影響は大きい。しかしな
がら，人員間距離が，１００メートル程度離れてし
まうと，さらに数メートル離れたとしても，そ
の数メートルが及ぼす影響はきわめて小さい。
それゆえ，分析に際しては，対数変換を行なう
ことにしたのである。

１２）１１７人×４コミュニケーション相手で，サンプル
数は４６８となるはずである。しかしながら，す
べての回答者がコミュニケーション相手を４人
挙げたわけでなかった。実際のサンプル数は４４６
であった。

１３）１人の回答者から４つのサンプルを取るという
ことには，サンプルの独立性に関する問題が存
在している可能性がありうる。それゆえ，本論
文では分析に先立って，�１人から１サンプル
のみをとった場合の分析と�１人から４サンプ
ルを取り，回答者一人ひとりに関するダミー変
数を投入した分析，の２つの分析を行なってい
る。双方の分析結果は，本論文で示される結果
とほぼ同様の結果を示していた。それゆえ，本
研究ではサンプルの数を多く確保しより豊かな
知見を得るために，１人から４サンプルを取
り，以降の分析を行なうこととした。

１４）２人の人間の間のコミュニケーションを二重に
カウントする可能性を排除するため，以下のよ
うな処理を行なっている。�各回答者には，４
人のコミュニケーション相手を回答する際に，
その相手の名前と所属部門を記入してもらっ
た。�各回答者に任意の整理番号を割り振っ
た。�全回答者を対象としたマトリクスを作成
した。�各回答者が挙げた４人のコミュニケー
ション相手の名前が，他の１１６人の回答者に該
当するか否かをマトリクスにチェックを入れ
た。�２重にカウントされている場合，より整
理番号の小さい回答者を分析サンプルに含める
こととした（たとえば整理番号１と２がお互い
をコミュニケーション相手として回答している
場合，１から２へのコミュニケーションのみを
分析サンプルに含めた）。なお，整理番号の大き
い回答者をサンプルに残した場合でも，以降の
分析の結果に大きな違いは無かった。

７８（１６６） 経 済 学 研 究 62－2




 統制変数

組織メンバーのコミュニケーション・パター

ンに影響を与えうる変数は，組織メンバー間の

物理的距離以外にも存在しうる。たとえば，コ

ミュニケーション相手と同じ部門に所属した経

験がある場合とそうでない場合を比較すると，

以前からの知り合いである前者のほうがコミュ

ニケーションを取りやすいといったことが考え

られる１５）。そこで本論文では，表１に示されて

いるように，�）回答者自身の属性と�）社内
のネットワーク，�）回答者自身のタスク，
�）職種，�）コミュニケーション相手との仕
事上の関係，�）コミュニケーション相手との
共通のバックグラウンド，の６つのカテゴリの

変数群を統制変数として用いることにした。こ

れらの統制変数がコミュニケーションに与える

影響については，仮説１と２，３の分析の後

に，いくつか注目すべきものについてのみ論じ

ることにしたい。

４．結果

４‐１．対面回数

表２に示されているように距離と対面回数と

の間には負の関係がある（回帰係数マイナス

０．４９３，１パーセント水準で有意）。これは仮説

１を強く支持するものであると思われる。ここ

で，距離と対面回数の関係を図示した図１と２

を見ながら，人員間の距離がもたらす影響につ

いてより具体的に検討することにしよう。図１

には縦軸に対面回数，横軸に距離を取り，各セ

ルに属するサンプル数を取ったものである。図

１に示されているように，距離が３０メートル

未満の場合，４から５回以上の対面回数がある

と答えている回答者が大半を占めていることが

わかる。しかしながら，３０メートル以上距離

１５）槙（２００４）でも，団地を例に挙げ，様々な社会
経済的要因が対面コミュニケーションの発生に
影響を与えうることが示されている。

表１ 統制変数に関する説明

�） 回答者の属性
� 性別 男性＝０，女性＝１のダミー変数。
� 役職 何らかの役職についている場合を１，そうではない場合を０としたダミー変数。
� 在籍年数・建物配置期間 実際の年数をそのまま投入している。

�） 社内のネットワーク
� 社内の相談相手の数 社内の相談相手の数に関して直感的に最も近いと思う選択肢を選んでもらった。

�） タスク
� ルーティンの占める割合 仕事時間に占める，ルーティン作業と新規事業等に関する作業の割合を

合計１００パーセントになるように答えてもらった。

�） 職種
� 職種ダミー スタッフ，営業・マーケティング，研究開発，生産（該当する＝１）

とするダミー変数。回帰式には，スタッフ，営業・マーケティング，生産を投入している。

�） コミュニケーション相手との仕事上の関係
� タスクの相互依存度 密接に関連している＝７～互いに独立して仕事を進められる＝１とした変数。
� 会話に直近の話題が占める割合 最大でも１年先までの仕事に関する話題と，２，３年先の新規事業に関

わる話題を合計１００パーセントになるように答えてもらった。分析には直近の話題の割合をそのまま利用
した。

�） コミュニケーション相手と共通のバックグラウンド
� 共通のバックグラウンド 入社年次，同部門経験，同プロジェクト経験，出身校

社員寮，出身地（それぞれ，同じ・該当するを１としたダミー変数）をとっている。
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が離れてしまうと，対面回数が１から３回であ

ると回答する人の割合が次第に高まっており，

距離を隔てるほど対面回数が減少していくこと

が示されている。図２には縦軸に対面回数，横

軸に距離を取り，距離を独立変数，対面回数を

従属変数とした単回帰式を示してある。図２か

ら明らかなように，距離が大きくなると，対面

回数が劇的に減少している。ここで，実際に得

られた回帰式（対面回数＝－１．５１３×Ln（m）

表２ 回帰分析の結果

対面回数 電話回数 メール往復数

標準化係数
ベータ

t 有意確率 標準化係数
ベータ

t 有意確率 標準化係数
ベータ

t 有意確率

（定数） ０．８８１ －２．２７８ ＊＊ －３．２７１ ＊＊＊

回答者の属性

性別［１＝女性］ ０．１７９ ３．４０３ ＊＊＊ ０．０２８ ０．４７５ ０．０２３ ０．３８８
役職［あり＝１］ －０．００１ －０．０２０ －０．０４０ －０．６５７ ０．２１２ ３．５５６ ＊＊＊

会社在籍年数 －０．０２９ －０．４９５ －０．１７０ －２．５８８ ＊＊ －０．１８６ －２．８４６ ＊＊＊

建物配置期間 ０．０８９ １．７９１ ＊ ０．０１２ ０．２１４ ０．０２０ ０．３６２
社内のネットワーク 社内の相談相手の数 ０．０８７ １．８８５ ＊ ０．０２３ ０．４４６ ０．１７３ ３．３３８ ＊＊＊

タスク ルーティンの占める割合 －０．０９１ －１．９５４ ＊ ０．０１４ ０．２７１ ０．０８３ １．５８３

職種
スタッフ －０．００８ －０．１５５ －０．０２８ －０．４７１ ０．０２６ ０．４２８
営業・マーケティング ０．０６６ １．３０７ ０．１２２ ２．１３６ ＊＊ ０．２０４ ３．５９６ ＊＊＊

生産 －０．０４４ －０．９３０ ０．０２２ ０．４２３ ０．００４ ０．０８２

コミュニケーション相

手との共通のバックグ

ラウンド

出身地が同じである ０．１３０ ３．０９６ ＊＊＊ ０．０４４ ０．９２４ ０．０８５ １．８１０ ＊

同じ学校の出身である －０．０９５ －２．２３２ ＊＊ －０．０４２ －０．８７９ －０．００６ －０．１３４
入社年次が（ほぼ）同じ ０．０３３ ０．７８０ －０．０５９ －１．２５４ ０．０５１ １．０７９
同時期に社員寮にいた －０．０４４ －１．０７５ ０．０３２ ０．６９２ －０．０６４ －１．４０６
同部門に配属されたことがある ０．００９ ０．１９９ ０．０３９ ０．７９０ ０．０６０ １．２２７
同じプロジェクトに参加したことがある ０．０２７ ０．６１０ ０．０６５ １．３０５ ０．１０７ ２．１８６ ＊＊

相手との仕事上の関係
タスクの相互依存度 ０．１０９ ２．４５１ ＊＊ ０．１６３ ３．２４７ ＊＊＊ ０．１５４ ３．０８７ ＊＊＊

直近のタスクに関する会話の割合 ０．１６１ ３．６３５ ＊＊＊ ０．１５０ ２．９８８ ＊＊＊ ０．０８９ １．７９３ ＊

距離 人員間の距離（対数変換） －０．４９３ －１０．６９７ ＊＊＊ ０．３１０ ５．９５６ ＊＊＊ －０．０２０ －０．３７９
R２乗 ０．３５４ ０．１７６ ０．１８８
調整済み R２乗 ０．３２５ ０．１３９ ０．１５２
F値 １２．２２４ ＊＊＊ ４．７５４ ＊＊＊ ５．１７７ ＊＊＊

N ４２０ ４２０ ４２０

＊＊＊p＜．０１ ＊＊．０１≦p＜．０５ ＊．０５≦p＜．１０

回数
２１回以上 １１ ２ １
１６－２０回 １９ ５ ２ １
１１－１５回 １７ ６ １ ２ １
６－１０回 ２９ ２１ １２ ８ １
４，５回 １８ ２１ １１ １１ ７ ２ ２
３回 １０ ９ ８ ６ ９ ６ ２
２回 ２ ９ ６ ７ １０ １０ ２１
１回 １ ７ ４ ５ １２ ８ ６３
距離 ０m ２m ５m １０m ３０m １００m １km
人数 １０７ ８０ ４４ ４１ ３９ ２６ ８９

距離カテゴリごとに構成比率の高い階級に網掛けをしてある。
濃い網掛け：構成比２５パーセント程度
薄い網掛け：構成比１５パーセント以上

図１ 対面回数と距離の関係：人数分布

図２ 人員間の距離と対面回数
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＋１１．１０１）を用いて計算してみると，距離が１

メートルの時には約１１回の対面コミュニケー

ションが１週間に発生しているのに対し，相手

との距離が４０メートルになると，対面回数は

約５．５回と半減していることがわかる。Allen

の提出した知見ほど，劇的に対面回数が低下し

ているわけではないけれども，同様の傾向が確

認できるであろう１６）。

ただし，ここでは距離が遠くなるから対面コ

ミュニケーションが減少するという以外の有力

な代替仮説も残されている。そもそも遠くに配

置されている場合，遠くに配置されている人が

遂行しているタスクと自分が遂行しているタス

クとの間の相互依存度が比較的低く，それゆえ

に対面回数が少なくなる，という代替仮説であ

る。

そこでコミュニケーション相手との仕事の関

係性について統制した変数である，（�）タスク
の相互依存度と（�）会話に直近の話題が占める
割合，の２つの変数を検討しよう。

コミュニケーション相手が遂行しているタス

クと回答者が遂行しているタスクとの間の相互

依存度が高いほど，対面回数（回帰係数

０．１０９，５パーセント水準で有意）が増加して

いる。互いのタスクの相互依存度が高いほど，

タスク遂行の際に調整の必要性が高まる。それ

ゆえ，タスクの相互依存度が高くなるほど，対

面回数が増加しているのであろう。

また，コミュニケーション相手と話す内容に

おいて直近のタスクに関する話題の占める割合

が高まるほど，対面回数（回帰係数０．１６１，１

パーセント水準で有意）が増加している。ここ

で言う直近のタスクに関する話題とは，最大で

も１年先までの課題などを対象とした話題であ

る。この種の話題が増えることも，コミュニ

ケーション相手との緊密なコミュニケーション

の必要性が高まる。それゆえ，この種の話題を

話す相手との対面回数が増加するのだろう。

ここで注目すべきなのは，コミュニケーショ

ン相手との仕事上の関係性を示すこの２つの変

数の影響を統制したとしても，人員間の距離が

対面回数と有意な負の関係を持ち，またもっと

も大きな影響を与えている変数であるというこ

とである。すなわち，相手との仕事上の関係性

は対面回数に影響を与えるのだけれども，それ

以上に距離が対面回数に対して与える影響は大

きいということなのである。

４‐２．電話回数

表２に示されているように，人員間距離と電

話回数との間には正の関係が見られる（回帰係

数０．３１０，１パーセント水準で有意）。人員間の

距離が隔たるほど，電話回数は増加している。

このことは，電話が距離を隔てた場合のコミュ

ニケーション・メディアとなりうることを意味

しているのであろう。図３を見ながら，距離単

独の影響を確認しておこう。図３は縦軸に電話

回数，横軸に人員間の距離を取っている。図３

から明らかになるように，電話回数は距離が

１００メートル程度になるまで急激に増加し，そ

の後は緩やかに増加していることがわかる。実

際に得られた回帰式（電話回数＝０．３５５×Ln

（m）＋０．９４６）を用いて計算すると，相手と

の距離が１メートルの際には約１回であるのに

対し，２５メートル離れると約２回になる。わ

ずかな距離を離れるだけで，対面コミュニケー

ションは電話によるコミュニケーションに代替

されていく，ということを示していると思われ

る。

しかし，この結果は直感的に考えられるほど

自明な結果ではない。なぜなら，距離と電話回

数との間には有意な関係が成立しないと考える

ことも出来るからである。本論文における「電

話」には，固定電話だけではなく，携帯電話も

１６）このことは，Allenの研究がコミュニケーション
をとった相手全員を対象としているのに対し
て，本論文では仕事を進めるうえで重要なコ
ミュニケーションをとった相手４人に絞って分
析対象としていることが影響しているのかもし
れない。
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含まれている。固定電話は，主として離れた相

手とのコミュニケーション手段として利用され

るだろう。しかしながら，携帯電話の場合，遠

くに離れた相手とのコミュニケーション手段と

してだけではなく，普段は近くの席に座ってい

る同僚が，外出している際の連絡手段として利

用されるということもあるだろう。それゆえ，

コミュニケーション相手との距離に関わらず電

話が利用されることになり，結果として距離と

電話回数との間には有意な関係が存在しないと

いうこともありえるのである。

４‐３．電子メールの往復数

電子メールに関してみると，人員間距離との

間に有意な関係は見られない。すなわち，距離

が増えたからといって電子メールのやりとりは

増えたり減ったりせず，また距離が近くなった

からといって電子メールのやりとりが減ること

がない，ということである。また，表３に示さ

れているように，興味深いことに，電子メール

の往復数は対面回数（相関係数０．２２０，１パー

セント水準で有意）とも電話回数（相関係数

０．１９３，１パーセント水準で有意）とも正の有

意な相関を示している。つまり，対面回数の多

い人とは電子メールの往復数も多く，電話の回

数の多い人とは，やはり電子メールの往復数も

多いということである。しかも，対面回数は距

離と負の関係があり，電話回数は距離と正の関

係があることを思い出してほしい。このこと

は，近くに配置されている相手とは，対面もし

くは電子メールによってコミュニケーションを

取り，遠くに配置されている相手とは，電話も

しくは電子メールによってコミュニケーション

を取っている，ということを示しているのであ

ろう。

５．ディスカッション

Allenや Conrathによる先行研究では，諸

条件を統制したサンプルを対象とした分析で

あったため，人員間距離のみがコミュニケー

表３ 相関係数表

１ ２ ３
１．人員間の距離（対数変換）
２．対面回数（回／週） －０．５１６ ＊＊＊

３．電話回数（回／週） ０．２１５ ＊＊＊ －０．０３６
４．メール往復数（往復／週） ０．００４ ０．２２０ ＊＊＊ ０．１９３＊＊＊

＊＊＊ p ＜．０１ ＊＊．０１≦ p ＜．０５ ＊．０５≦ p ＜．１０

図３ 人員間の距離と電話回数
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ション・パターンに影響を与える要因として検

討されてきていた。しかしながら，本論文で回

帰式に投入した統制変数の分析から，人員間距

離以外にもコミュニケーション・パターンに影

響を与えうる変数が存在することを確認でき

る。ここでは特に，（１）コミュニケーション相

手との共通のバックグラウンドと（２）回答者自

身の属性，（３）社内の相談相手の数，の３点に

注目し，その影響を確認することにしよう。

５‐１．コミュニケーション相手との共通の

バックグラウンド

日本企業独特の慣行である社員寮や人事異動

は，福利厚生や技能形成といった本来の目的だ

けではなく，社内の知人数を増加させ，社内の

コミュニケーション・ネットワークを拡大する

とも考えられてきた。しかしながら，表２に示

されているように，コミュニケーション相手と

同時期に社員寮にいたことや同じ部門に配属さ

れた経験があることは，コミュニケーション回

数を増やす効果を持っていないことが理解でき

る。ただし，同じプロジェクト・チームに配置

されたことがある人とは，電子メールのみであ

るとはいえ交流が続いていることを示している

（回帰係数０．１０７，５パーセント水準で有意）。

このことは，社内のネットワークを広げるのは

社員寮や人事異動ではなく，現在の部門に所属

したまま，プロジェクトを経験していくことに

あるということを示しているのかもしれない。

５‐２．回答者の属性

回答者が何らかの役職についている場合，電

子メールの往復数は増えている（回帰係数

０．２１２，１パーセント水準で有意）。ここで注目

すべきなのは，役職についていると対面回数や

電話回数が増加するわけではなく，電子メール

の往復数のみが増加しているという点である。

より具体的には役職についていると，コミュニ

ケーション相手１人あたりにつき，１週間で

メールが２．２往復多くなる。役職についている

場合に電子メールの往復数が増加するというこ

とは，電子メールが上下間の連絡手段として利

用されていることを示している。電子メールは

記録が残るので，上司に対する報告のために利

用されているということを示している可能性が

ある。また，役職についている人は自席に着い

ていないことが多く，非同期的なメディアであ

るメールに頼ったコミュニケーションになる，

ということを示しているかもしれない。

５‐３．社内のネットワーク：社内の相談相手

の数

社内の相談相手の数が多いほど，対面回数

（回帰係数０．０８７，１０パーセント水準で有意）

と電子メールの往復数が増加している（回帰係

数０．１７３，１パーセント水準で有意）。相談相手

が多いということは，回答者が社内に広範な

ネットワークを持っている人物であることを意

味するだろう。それゆえ，回答者が様々な情報

の集積点となっている可能性がありうる。それ

ゆえ，仕事上重要な相手との間でも，回答者自

身が持つ情報の伝達や，相手からの情報の収集

を目的として，対面回数や電子メールの往復数

が増加しているのであろう。

６．結論と含意，今後の課題

最後に本論文の辿り着いた到達点を簡単に整

理し，そこから導かれる含意について触れてお

きたい。その上で，本論文では明らかにするこ

との出来なかった課題や問題点について検討す

ることにしよう。

６‐１．結論

人員間距離が隔たるほど，対面コミュニケー

ションの回数は急激に低下することが示され

た。また，重要なコミュニケーションをとる必

要がある場合には，距離が隔たるほど，人は電

話に頼るようになるのである。しかしながら，

電話と同様に距離を克服するためのコミュニ
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ケーション手段と思われていた電子メールは，

距離との間に有意な関係は見られなかった。す

なわち，距離が遠くなったからといって往復数

が増えるわけでもなく，近くなったからといっ

ても減るわけではない，という関係が確認され

たのである。電子メールは対面回数と正の関係

を持ち，電話回数とも正の関係を持っているこ

とも同時に示された。このことは，近くに配置

されている相手とは，対面もしくは電子メール

によってコミュニケーションを取り，遠くに配

置されている相手とは，電話もしくは電子メー

ルによってコミュニケーションを取っている，

ということを示しているのであろう。

これらの結果に加えて，Allenらの先行研究

では必ずしも明らかにはされていなかった以下

の３点が統制変数の分析から明らかになった。

第一に，社内のコミュニケーション・ネット

ワークを広げるには，社員寮を使用することや

人事異動を行なうことではなく，プロジェクト

・チームを経験させることが有効でありうるこ

とである。第二に，何らかの役職についている

場合，電子メールに頼ったコミュニケーション

を取るということである。第三に，社内の相談

相手が多い場合は，仕事上で重要な相手ともコ

ミュニケーションが増えることが示された。

６‐２．含意

本論文でわれわれが辿り着いた知見から導き

出すことの出来る組織設計上の含意のひとつと

して，対面でのコミュニケーションを促進する

何らかの方策が必要である，ということが挙げ

られるであろう。僅かに距離を隔てるだけで対

面回数は劇的に低下していくのにもかかわら

ず，電話回数は距離を隔てた場合でもそれほど

劇的に増加するわけではない。また，距離を隔

てたとしても，対面コミュニケーションがまっ

たく取られなくなるというわけでもなかった。

このことは，仕事を進める上で重要な相手と

は，何らかの障害があっても，対面でのコミュ

ニケーションを取るべく，各組織メンバーが努

力をしている，ということを意味しているので

あろう。しかしながら，組織メンバーたちが対

面コミュニケーションを取り合うべく，移動に

費やす時間は必ずしも生産的な時間ではないと

考えられる。それゆえ，人員間距離のもたらす

対面コミュニケーションの阻害効果を緩和し，

組織メンバーが対面コミュニケーションを取る

際の労力やコストを可能な限り軽減するための

何らかの方策が必要であろう。たとえば，組織

を設計する際に，人員の物理的な配置や喫煙場

所などのように様々な人が集まって議論や意見

交換をする〈たまり場〉の設計などを考慮に入

れる必要があるだろう。

６‐３．本論文の問題点と今後の研究課題

最後に，本論文にはいくつか大きな問題点が

残されていることを指摘しておきたい。とりわ

け大きな問題点は，対面コミュニケーションは

組織メンバーが距離を隔てるとともに減少する

ため，彼（女）らが情報を伝達，共有しあうに

は対面コミュニケーションの機会を確保するこ

とが重要である，という前提を暗黙的に置いて

本論文では研究を進めてきた点にある。しかし

ながら，松嶋（２００２）は異なる見解を示してい

る。松嶋は，製薬会社のMRを対象として

ホーム・オフィスが導入された際の，MRたち

の間のコミュニケーションの方法や内容，職務

内容に対する評価方法などの変化について，詳

細な事例研究を通じて明らかにしている。ここ

で言うホーム・オフィスとは，オフィスで勤務

するのではなく，主として自宅などオフィスの

外で作業を行なう勤務方法を導入していること

を指す。ホーム・オフィスの導入により，MR

たちは自宅から営業先である病院へ向かい，そ

のまま自宅に直行することができるようになっ

たのである。結果として，MRたちは，互いに

時間も空間も共有しない状況で大半の仕事を進

めることが多くなった。こうした状況は，本論

文での認識に基づくならば，MR間での対面コ

ミュニケーションの機会が減り，組織内での情
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報伝達や共有に不全を起こす可能性があると考

えられる。しかしながら，松嶋はMRたちが

我々の認識とは異なる対応をしたことを見出し

ている。より具体的には，MRたちは対面コ

ミュニケーションで伝えるべき情報について反

省的に振り返り，個々人の日報作成の仕方や

ミーティングの方法を変更すること，対面する

機会を利用して組織メンバー間で積極的に情報

を求めあう，など様々な対応を行なっている。

それゆえ，MRたちが時間と空間を共有する機

会が少なくなった状況でも，彼（女）らが情報

の伝達，共有を進めていくことが可能となった

のである。松嶋の議論に基づくと，組織メン

バーが距離を隔てると，対面コミュニケーショ

ンは減少し，情報の共有や伝達が難しくなる，

という単純な前提に基づいて研究を進めること

には大きな問題が残されていることが示唆され

る。距離を隔てることが組織メンバー間の対面

コミュニケーションに与える影響について，イ

ンタビュー調査など定性的な研究手法を用い

て，解明していく必要があると思われる。

もうひとつの大きな問題点は，分析に利用し

たデータにはいくつかの制約があるということ

であろう。第一に，分析に利用したデータは１

社から得られたデータであり，その会社固有の

影響を排除できないという点である。第二に，

さまざまな部門から得られたデータであり，建

物自体の物理的特徴の違いやその部門固有に存

在するであろう条件を必ずしも十分にはコント

ロールできていないという点である。第三に，

回答者を無作為抽出によって選出したわけでは

ないということである。すなわち，回答者には

何らかの偏りがある可能性を否定できないので

ある。これらの問題は，今後同様の分析を行

い，分析結果の比較をすることによって解決す

ることが可能になると思われる。今後これらの

問題を解決するべく，追加的な実証研究を行な

う必要があると考えている。
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